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保育補助者雇上費貸付事業運営要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、保育士修学資金等貸付規程（以下「規程」という。）第

１８条の規定に基づき、保育補助者雇上費の貸付について必要な事項を定め

る。 

２ 社会福祉法人徳島県社会福祉協議会会長（以下「会長」という。）は、保育

士資格を持たない保育所等に勤務する保育士の補助を行う者(以下「保育補助

者」という。) の雇上げを行う施設又は事業者に対し必要な費用（以下「保育

補助者雇上費」という。）を、無利息で貸付することを内容とした契約を結ぶ

ことができる。 

 

（貸付申請対象） 

第２条 保育補助者雇上費の貸付を受けようとする施設又は事業者（以下「申請

事業者」という。）は、次のいずれの条件にも該当する者とする。 

一  徳島県内に設置されている施設又は事業所であること 

二 新たに保育補助者の雇上げを行う又は特に保育士の業務負担軽減に資す

る取組みを行っている施設又は事業者であって、次のいずれかに該当するも

の 

ア 児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）第７条第１項に規定する保育所及

び幼保連携型認定こども園（地方公共団体が運営するものを除く。） 

イ 児童福祉法第６条の３第１０項に規定する小規模保育事業を行う者 

ウ 児童福祉法第６条の３第１２項に規定する事業所内保育事業を行う者 

エ 子ども・子育て支援法第５９条の２第１項に規定する仕事・子育て両立

支援事業のうち、「企業主主導型保育事業等の実施について」の別紙「企

業主導型保育事業費補助金実施要綱」の第２の１に定める企業主導型保育

事業（以下単に「企業主導型保育事業」という。）を行う者 

２ 既に保育補助者を雇用している前項第二号の施設又は事業者である申請事

業者は、次のいずれかの条件に該当する者とする。 

一 既に雇用している保育補助者について、保育士資格の取得に取り組んで

いる場合で、その者の資格取得後に別の補助者を雇用する計画を提出して

いること 

二 貸付を受けることにより、保育士の給与改善を図るなど、保育士の処遇

改善に取り組み、前年同月における保育士及び保育補助者の数と比較して、

保育士及び保育補助者がそれぞれ同数以上であること 

三 保育士の平均勤続年数が１１年以上であること  

 

（連帯保証人） 

第３条 申請事業者は、連帯保証人を二人立てなければならない。 

http://kaigi.pref.tokushima.jp/reiki/reiki_honbun/o0010324001.html#top
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２ 連帯保証人は、独立の生計を営む身元確実な成年者で、そのうち一人は、県

内に居住する者であって申請事業者の運営する法人の理事又は役員でなけれ

ばならない。 

３ 連帯保証人は、保育補助者雇上費の借受事業者と連帯して債務を負うもの

とする。 

４ 本会が実施する貸付制度において、現在債務を負う者や利用債権が償還期

限内に終了していない場合は、連帯保証人として認めることはできない。 

 

（貸付の申請手続） 

第４条 申請事業者は、規程第４条第２項に定める保育補助者雇上費貸付申請

書（第１－２号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて本会が別に定める期

日までに会長に提出しなければならない。 

一 雇上げる保育補助者の住民票 

二 要件該当申請書（第１－２－１号様式）（申請事業者が第２条第２項に

該当する場合） 

三 申請事業者が第２条各項の規定に該当することを証する書類 

四 市町村長の証明する連帯保証人の所得証明書及び住民票 

五 個人情報の同意書 

 

（貸付の決定及び通知） 

第５条 会長は、保育補助者雇上費の貸付を行う施設又は事業者の選定をおこ

なうため、申請事業者から提出された保育補助者雇上費貸付申請書及び添付

書類の写しを、徳島県知事に送付するものとする。 

２ 保育補助者雇上費の貸付を行う施設又は事業者の選定は、徳島県知事から

の推薦に基づき、会長が貸付を行う施設又は事業者を決定する。 

３ 保育補助者雇上費の貸付の決定に関する通知は、申請事業者に通知するも

のとする。 

 

（誓約書及び借用書の提出） 

第６条 前条に定める決定通知を受理した申請事業者（以下「借受事業者」と

いう。）は、決定された全額について、連帯保証人と連署した規程第８条に

規定する誓約書（第３号様式）及び規程第９条に規定する保育補助者雇上費

借用証書（第４－２号様式）を本会が別に定める期日までに、会長に提出し

なければならない。 

２ 連帯保証人は、印鑑登録証明書を会長に提出しなければならない。 

 

（貸付額並びに貸付期間及び交付の方法等） 

第７条 保育補助者雇上費の貸付額並びに貸付期間及び交付の方法等は次のと

おりとする。 

 一 貸付額は、年額２，９５３，０００円以内とする。ただし、申請日の属

する年度の４月１日における常勤の保育士に占める未就学児を持つ保育士
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の割合が２割以上の借受事業者において、貸付により２人以上の保育補助

者を雇い上げる場合、年額２，２１５，０００円以内を加算し、貸付額を

年額５，１６８，０００円以内とする。なお、小規模保育事業及び事業所

内保育事業を行う借受事業者については、子ども・子育て支援法（平成 24

年法律第 65 号）第２９条に規定する地域型保育給付費又は同法第３０条に

規定する特例地域型保育給付費の支給の算定の対象となる者の雇い上げに

かかる費用を除き、企業主導型保育事業を行う借受事業者については、企業

主導型保育事業費補助金において当該補助金の算定の対象となる者の雇い

上げにかかる費用を除くこととする。 

二 貸付額は、申請時の額から千円未満を切り上げた額を貸付けるものとす

る。 

三 借受事業者は、保育補助者雇上費の借受けを受けている又は返還を行っ

ている間は、新たな保育補助者雇上費の申請をすることができないものと

する。 

四  貸付期間は、保育補助者が勤務する期間とする。ただし、勤務を開始し

た日から起算して３年間を限度とする。  

五 無利息とする。 

六 保育補助者雇上費の交付は、規程第１０条第２項による。 

七 保育補助者雇上費の交付は、規程第８条及び第９条に定める書類の提出

が確認できない場合、定めた期日には交付しないものとする。 

 

（貸付契約の解除並びに貸付の休止及び保留） 

第８条 会長は、借受事業者が次の各号のいずれかに該当したときは契約を解除

するものとする。 

一 保育補助者が疾病その他の理由により休職又は退職し、かつ、直ちに新た

な保育補助者の雇上を行わなかったとき又は新たな保育補助者を雇い上げ

ても、当該保育補助者が保育士資格を取得する又はそれに準ずる者として会

長が認めることが著しく困難であるとき。 

二 その他保育補助者雇上費の貸付の目的を達成する見込みがなくなったと

認められるとき。 

２ 会長は、規程第１１条第３項第二号の規定に該当したときは保育補助者雇上

費の貸付を休止する。ただし、保育補助者の休職による貸付休止月分として既

に貸付された保育補助者雇上費があるときは、その保育補助者雇上費は当該保

育補助者が復職した日の属する月の翌月以降月の分として貸付されたものと

みなす。 

３ 会長は、借受事業者が正当な理由なく、規程第８条及び第９条に定めるほか

本会が定める書類を提出しない場合には保育補助者雇上費の貸付を一時保留

することができる。 

 

（返還の債務の免除又は猶予の申請手続等） 
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第９条 保育補助者雇上費の返還の債務の免除又は履行の猶予については、規程

第１３条及び第１４条に定めるほか、次条、第１１条及び第１３条に定める。 

２ 保育補助者雇上費の返還の債務の免除又は履行の猶予を受けようとする借

受事業者はその事由の発生した日から３０日以内に規程第１３条に規定する

保育士修学資金等返還免除申請書（第６号様式）又は規程１４条に規定する保

育士修学資金等返還猶予申請書（第７号様式）に、免除又は履行の猶予を受け

ようとする理由を証する書類を添えて会長に提出しなければならない。 

３ 会長は、前項の申請に基づき、保育補助者雇上費の返還債務の免除又は履行

の猶予を決定したときは、当該申請者に通知するものとする。 

 

 （返還の債務の当然免除） 

第１０条 会長は、借受事業者が次の各号のいずれかに該当するときは保育補助

者雇上費の返還の債務を免除するものとする。 

一  保育補助者が保育の補助等の業務に従事し、かつ、貸付けを受ける期間

中に保育士資格を取得したとき又は当該貸付終了後１年の間に保育士資格

を取得することが見込まれるとき。 

二  前号に定める業務に従事している期間中に、業務上の事由により死亡し、

又は業務に起因する心身の故障のため業務を継続することができなくなっ

たとき。 

 

（返還の債務の裁量免除） 

第１１条 会長は、借受事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、各号毎

に定める範囲内で貸付した保育補助者雇上費（既に返還を受けた金額を除

く。）の返還債務を免除できるものとする。 

一  前条第二号に定める場合を除くほか、死亡し、又は障害により貸付額を

返還することができなくなったとき。 

※ 返還の債務の額（既に返還を受けた金額を除く。以下同じ。）の全部

又は一部  

二 長期間所在不明となっている場合等保育補助者雇上費を返還させること

が困難であると認められる場合であって、履行期限到来後に返還を請求し

た最初の日から５年以上経過したとき。 

※ 返還の債務の額の全部又は一部 

三  保育補助者が、１年以上、保育の補助等の業務に従事したとき。  

※ 返還の債務の額の一部 

２ 保育補助者雇上費の返還の債務を免除することができる額は、保育補助者が

前条第一号に定める保育の補助等の業務に従事した月数を保育補助者雇上費

の貸付を受けた月数（第８条第２項の規定により保育補助者雇上費が貸付され

なかった月数を除く。）の３分の４に相当する月数（この月数が２４に満たな

い場合は２４とする。）間で除して得た数値（この数値が１を超えるときは１

とする。）を保育補助者雇上費の返還の債務の額（履行期限が到来していない

部分に限る。）に乗じて得た額とする。 
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（返還及び返還方法） 

第１２条 借受事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、その理由の生じ

た日の属する月の翌月から起算して会長が定める期間（次条の規定により返済

債務の履行が猶予されたときは、この期間に当該猶予された期間を合算した期

間とする。）内に、返還しなければならない。 

一 第８条第１項により、保育補助者雇上費を貸付する旨の契約が解除され

たとき。 

二 借受事業者が、保育補助者を保育の補助等の業務に従事させなかったと

き。 

三 借受事業者が、保育補助者を保育の補助等の業務に従事させる意思がな

くなったとき。 

四 保育補助者（保育補助者が疾病その他の理由により休職又は退職し、そ

の後、新たに雇上げた保育補助者も含む。）が保育の補助等の業務に従事

したが、第１０条第二号に規定する場合を除くほか、業務外の事由により

死亡し又は心身の故障により保育の補助等の業務に従事できなくなったと

き。 

２ 保育補助者雇上費の返還方法は、規程第１２条に定める。ただし、繰上げ返

還をすることを妨げない。 

 

 （返還の猶予） 

第１３条 会長は、借受事業者が次の各号のいずれかに該当する場合には、当該

各号に掲げる理由が継続している期間について保育補助者雇上費の返還債務

の履行を猶予することができる。 

一 第８条第１項の規定により保育補助者雇上費貸付契約が解除された後に

おいても、引き続き保育補助者を保育の補助等の業務に従事させていると

き。 

二 災害、疾病、負傷その他やむを得ない理由があるとき。 

 

（返還明細書の提出等） 

第１４条 第１２条第１項に掲げる理由が生じたことにより、保育補助者雇上

費を返還しなければならない借受事業者は、その理由が生じた日（第１１条

の規定による返還の債務の裁量免除を申請した者にあっては、その申請に対

する決定の通知を受けた日）から起算して２０日以内に返還明細書（第８号

様式）を会長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定により返還明細書の提出を行った者は返還方法を変更しようと

するときは、返還方法変更承認申請書（第９号様式）を会長に提出して、そ

の承認を受けなければならない。 

 

（就業状況報告） 
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第１５条 借受事業者（保育補助者雇上費の返還債務が消滅した者を除く。）

は毎年３月末日における保育補助者の就業状況を就業状況報告書（第１０号

様式）により、当該年の４月１５日までに会長に報告しなければならない。 

 

（届出） 

第１６条 借受事業者は、借受事業者、保育補助者又は連帯保証人の住所・氏

名他重要事項に変更が生じたときは、直ちにその旨を借受事業者等事項変更

届（第１１号様式）により会長に届け出なければならない。 

２ 連帯保証人が死亡、若しくは破産手続きの決定その他連帯保証人として適

当でない理由が発生したときは、借受事業者は速やかに連帯保証人の補充を

行うとともに連帯保証人の変更について新たな連帯保証人の所得証明書及び

印鑑登録証明書を添付し連帯保証人変更承認申請書（第１２様式）を会長に

提出し、その承認を得なければならない。 

３ 借受事業者は、保育補助者が休職、復職又は停職したとき又は保育の補助

等の業務に従事しなくなったときは、その事由が発生した日から３０日以内

に、次の書類にその事由を証明する書類等を添えて会長に届け出なければな

らない。 

一 保育補助者が休職、復職又は停職したとき 休職等届（第１３号様式） 

二 保育補助者が保育の補助等の業務に従事しなくなったとき 不従事届

（第１４号様式） 

 

（雑則） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が別に定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年１０月２８日から施行する。 

（遡及） 

２ この要綱の施行日において、申請事業者が、既に保育補助者を雇用してい

る場合は、平成２８年４月１日に遡及してこの要綱を適用する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年３月２９日から施行する。 

２ この要綱は、令和５年７月２４日から施行する。 


